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【論説】
イギリス契約法における契約解釈の現状
──Hoffmann 卿テーゼの帰趨──
山口 裕博
1．はじめに
契約解釈の手法において、イギリス契約法は従来、大陸法と比較して著し
く厳格な文理解釈の伝統を誇っていたが、特にヨーロッパ法を中心とした取
引法を統一する流れが顕在化するなかで、近時は一人孤高の姿勢を崩さざる
を得ない状況が創出され、大幅に柔軟な契約解釈の手法を採用するに至った
と見られていた (1)。イギリス法における契約解釈の特徴は、その客観性が貫
徹されていることにあり (2)、契約文言を重視する契約解釈の伝統は実体法と
してのイギリス契約法の形成・発展に直接関わっており、契約解釈における
裁判官の裁量を制限する機能を果たすだけでないので、厳格な契約解釈を緩
和する動きは契約法理論の変動と連動していると指摘されている (3)。
契約解釈におけるイギリス法系と大陸法系が相違することにつき、Neu-
berger 卿は種々の要因を指摘する。すなわち、前者が法的確実性とプラグ
マティズムを重視するのに対し、後者は原理および理論に関心を寄せている
ことに原因の一端があるとするが、大陸法系の代表格であるフランス法が主
観的意思を重視するのに対し、イギリス法は客観的意思を重視し、私的自治
を最高度に尊重する伝統があり、さらに、訴訟手続においてディスクロージ
ャーおよび交互尋問が行われるため、大陸法に比べて証拠認容に伴う時間と
コストを意識せざるを得ないとする (4)。また、イギリス契約法が厳格な契約
解釈の手法を採用していることは、イギリス法が国際取引における主要な準
桐蔭法学 25 巻 2 号（2019 年）
70
拠法としての地位を占め、ロンドンが仲裁地となるための前提条件となって
いることも指摘されている (5)。
従来の契約解釈方法を見直し、新基軸を打ち出す中心になったのが Hof-
mann 卿である。同卿は判例理論を整理して 5 つの法原理に纏め、ICS 事件
判決 (6) において示した。同判決は今日に至るまで指導的判例として位置づ
けられている。しかしながら、契約解釈のあり方、取り分け Hoffmann 卿が
ICS 事件において示した 5 つの契約解釈テーゼについては、イギリス最高裁
判事の Sumption 卿は法廷外の講演において激しく攻撃する発言を行ってい
る。すなわち、「以上のことから、言葉の意味を修正するために四囲の状況
を用いることに関する第二の主要な問題に直面することになる。すなわち、
契約前の交渉を意思の証拠として使用することを精力的に排除する我が国の
司法制度においてそれを適用することの困難性である」とする (7)。
イギリスの裁判所の採用する契約解釈のアプローチは、過去約 20 年間、
厳格な文理主義的なものと目的志向的なそれとの間で揺れている。イギリス
最高裁は近年、ICS 事件を踏襲した Rainy Sky 事件 (8) で示された文脈を重
視するアプローチから離れて、Arnold 事件判決 (9) に見られる文言中心的な
解釈手法を採用していたが、Wood 事件判決 (10) においては正統的な契約解
釈アプローチへの回帰を模索するなかで、Hoffmann 卿の志向した流れの方
向を大胆に逆行させ、実質的に旧来の厳格解釈の手法を採用したのと同様な
結果を導き出している。このように契約解釈においてイギリス法が厳格な解
釈と柔軟なそれとの間を揺り動く姿は、過去においても見られた法現象であ
るが (11)、イギリス最高裁がエポックメーキングたる Hoffmann 卿の契約解
釈テーゼを尊重する姿勢を示す一方で、実質的にはそれとは真逆の方向性を
明らかにした理由を考察するのが当面の本稿の目的である。
なお、Hoffmann 卿は、Belize Telecom 事件 (12) において、裁判所が契約
条項を黙示するプロセスは、契約解釈の一側面に過ぎないとした。このため
同判決以降、黙示的契約条項に関する法理は議論の中心に据えられることに
なったが、Marks and Spencer 事件判決においてイギリス最高裁は、Hoff-
mann 卿の見解とは逆に、契約解釈と契約条項を黙示することは別個のプロ
セスであるとし、Neuberger 卿は、黙示的条項に関する伝統的な法原則を
復活させた (13)。
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ところでイギリス契約法上の法理のうちで、裁判所が契約条項の表現に直
接的に関与する場合に機能するものには３つある。すなわち、契約解釈、契
約条項の黙示（implication）、および契約補正命令（rectification）である
(14)。これらの 3 つの法理は適用場面を異にしていて独立した法理として扱
われており、契約紛争における問題解決のプロセスにおいて、当事者の自律
的領域に裁判所が関与する点では共通しているが、本稿は契約解釈に焦点を
当てるものである。
2．Hoffmann 卿の契約解釈テーゼと ICS 事件以降の位置づけ
1997 年の貴族院判決である ICS 事件における Hoffmann 卿の発言を契機
に、イギリス法は契約解釈におけるアプローチを一新したと理解されている
(15)。同事件では、 金融取引に関する誤った助言が引き金となり締結された請
求権譲渡契約条項の意味が争点となった。同条項は、「一切の請求権（不当
威圧を理由とする取消に基づくもの否かは問わない）」の譲渡を除外すると
しており、解除の請求権だけでなく、損害賠償請求権も排除されるかが問題
となった。
Hoffmann 卿は、契約解釈について次のとおり述べる。
「Wilberforce 卿 の Prenn v Simmonds 事 件（[1971] 1 WLR 1381, 1384-
1386）と Reardon Smith Line Ltd v Yngvar Hansen-Tangen 事件（[1976] 1 
WLR 989）における発言により、この（契約解釈という）法部門に襲いか
かっている根本的変化は何時も十分に認識されているとは思わない。その結
果、一つの重要な例外を除き、裁判官による文書解釈の仕方は重要な発言を
日常生活において解釈する際に用いられる常識原理に同化されている。ほと
んどすべての『法的』解釈の古い知的鞄は捨てられているのである」とし、
同卿は、それまでの「知的鞄」と特定の解釈ルールは効力を失っているとし、
代わりに明示条項に関する以下の 5 つの解釈原理を提示した (16)。
（1）裁判所は、契約書が契約締結時に当事者であれば利用可能であったと
するのが相当である一切の背景的知識を有している通常人に対して伝え
ようとする意味を考える必要がある。
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（2）背景的知識には、当事者が利用可能であった関連する事実関係情報の
すべてが含まれ、それは通常人が契約書の文言を理解する仕方にも影響
を及ぼすと思われる。
（3）契約前の交渉は、背景的情報から除外される。
（4）契約書の意味は使用されている言葉の意味と同一ではないこともある。
裁判所は、字義通りの意味に対置される、言葉が伝えようとすることは
何かを確定できるし、そうすべきである。
（5）契約当事者が使用している言葉は一定の理由で使っているものと理解
される必要があるが、その言葉に何か手違いがあったと結論可能な場合
があるので、裁判所は当事者が述べようとしたことを実行しなければな
らない。
Hoffmann 卿は契約解釈原理を提示することにより、契約解釈の「古い知
的鞄」はほとんどすべて廃棄されたとし、裁判所による契約解釈は、基本的
には「契約書が通常人に伝える意味」を見つけ出すことであり、関連する背
景的なものを考察することにより行われるので、特に禁止されていない「あ
らゆるもの」が対象となるとする。さらに、Hoffmann 卿は、辞書や文法は
「言葉」の意味を反映させても、「契約書」の内容を反映するものではないと
し、取り分けそれらの使用を否定したが、同卿にとって言葉はほとんど重要
性がなく、そのため「その言葉には何か不都合なことが生じているに違いな
い」との結論に到達するために、契約上の背景を利用することも可能であっ
た (17)。
契約の解釈は、通常人であれば当事者が使用した言葉で何を意味しようと
したかを確認することであり、そのため当事者自身の主観的意思は契約解釈
と無関係であり、証拠としても採用すべきではないということになる (18)。
ICS 事件判決は、契約締結時に当事者が利用可能であったとするのが相当な
背景的情報を重要視し、明示条項の解釈について文理主義から目的中心的ア
プローチへの動きの先駆けとなったと考えることができる。同事件判決にお
ける貴族院のアプローチで注目すべきなのは、裁判所は契約書の文言は客観
的に確定された契約当事者の意思を反映していない可能性を認識すべきであ
るとしていることを Hoffmann 卿が明確に認めていることである。
Hoffmann 卿の契約解釈テーゼに対する評価が近年どの様に変化したかに
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つき、一つの控訴院判決 (19) を手掛かりにあらかじめ概観しておく。
「1997 年以来、出発点は一般に、（ICS 事件）における Hoffmann 卿の影響
力ある判決において同卿が先例から抽出した五つの原理である。それらの原
理は、後の判決、特に Bank of Credit and Commerce International SA 事
件判決（[2001] UKHL 8）および Belize Telecom 事件判決（[2009] UKPC 
10）において精緻なものとされた。これらの最後の判決において、Hoff-
mann 卿は契約条項を黙示する過程と明示条項解釈を解釈することとの関係
を再評価している。最近年における重点の調整は 2015 年に行われており、
最高裁は、Arnold 事件判決（[2015] UKSC 36）および Marks and Spencer 
事件判決（[2015] UKSC 72）において Hoffmann 卿が解釈原理を述べている
のを再訪している。双方の判例ともリースに関する事件である。前者では、
重点の調整は契約書において用いられている文言により多くの比重を置いた。
後者では、解釈と黙示との関係が問題とされた。最高裁の多数意見は、両当
事者が用いている文言を解釈することと当該契約に文言を黙示することは共
に広い意味で契約の範囲と意味とを決定することに関するが、『用いられて
いる文言の解釈と付加的な文言を黙示することは異なる規範が規律する別々
のプロセスである』とする」(20)。
イギリス最高裁が ICS 事件以降、目的論的契約解釈を採用した判決には
Sigma Finance 事件 (21) がある。
同事件はアメリカのサブプライム問題を端緒とする金融危機により倒産し
た、長短金利差に着目して利鞘を稼ぐ特殊な形態の資産運用会社のストラク
チャード・インベストメント・ビークル（SIV）である Sigma Finance 
Corp. の全資産を、投資家のために保護する担保権信託証書（STD）上の契
約条項の解釈を争点とする。
争点となった STD の条項は以下の通りである (22)。
「7.6　担保権信託の受託者は、換価時期の末日までに短期的プール、長期
的プール数……、および残余持分プールを確定することにつき相当な努力を
行う……ものとする。そうしたプール確定を行うため、担保権信託の受託者
は、換価期間……において資産を、絶対的裁量により適切と思われる方法に
より、現金化し、処分し、もしくはその他の方法で対処するものとする。換
価期間において担保権信託の受託者は、その期間に支払い期日が到来するす
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べての短期責任については、現金もしくはその他の証券発行者の現金化でき
るかまたは支払い期日の到来した資産により、可能な限りその期日に履行す
るものとする」。
第 1 審および原審の控訴院は、STD の正確な解釈として、担保権信託の
受託者は、換価期間中に期限が到来する都度現金払い主義に基づき、短期的
責任を果たすことが要求されると判示した。控訴院における反対意見を表明
した Neuberger 裁判官は、STD により担保権信託の受託者は、換価期間中
およびその後において期日が到来した短期および長期の責任のすべてを同順
位に履行する義務を負担するとした。最高裁の多数意見は、原審判決を破棄
し、控訴院判決中の Neuberger 裁判官に反対意見に賛同した。
多数意見を述べた Mance 卿は、本件で問題とする契約書の解釈の基本原
理は、一連の貴族院判決に示されているとする (23)。Mance 卿は特に、
Charter Reinsurance 事件で Mustil 卿が強調する、決定的語句を限定して極
度に焦点を当てることの危険性を指摘し (24)、ISC 事件で Hoffmann 卿が提
示した解釈原理を再述する (25)。
Mance 卿は、契約解釈についての基本的視座を以下のとおり説明し、本
件判決の根拠を述べている。
「私の考えでは、下級審で到達した結論は裁判所が（当該条項）の第三の
文章の言葉に関して自然な意味と感じたものを重視する余り、その文章が現
れた文脈および全体としての担保権信託証書（security trust deed）の仕組
みにはほとんど重きを置いていないのである。Neuberger 卿がいみじくも
観察しているように、本件の様な事件における解釈の争点の解決は反復のプ
ロセスであり、『書類の他の規定と競合する意味を逐一チェックし、その取
引上の結果を調査すること』を伴うのである。同卿と同様、私も次のように
考える。本件契約書は長くかつ注意深く起案された書類であり、後から考え
るともっと明確なものとすることができたと考えられるし、現時点でそれら
に与えられようとしている意味を明確に意図していたとも考えられる。卓越
した契約起案技術を有する者でも時には状況を良く把握できないこともあり、
しかも本件書類にはどう見ても一定の欠陥が含まれていて、それらは控訴院
の多数意見でも認めているところである。…もっと重要な意味を有している
のは、私の考えでは、当該捺印証書が関連する背景的知識を持っている通常
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人に伝えようとする意味の確定においては、その全体的な仕組みを理解する
ことおよび個々の文章と句を全体的仕組みの文脈において読み解くことであ
る。最終的には、その点が下級審判決と結論を異にするところである。私の
見解では下級審の結論は、債務を『可能な限り』暫定的に免責する補助的規
定を最重要なレベルのものと等しくするものであり、その最重要さが前提で
あるとすると、当該捺印証書の基本的な仕組みに抵触する文脈において付与
されることが意図されたものではなかったのである」(26)。
ICS 事件判決を踏襲し、それを一歩前進させた最高裁判決が Rainy Sky
事件 (27) である。
同事件の事実関係は以下の通りである。Rainy Sky は他 5 社と共に、Jin-
sen 造船会社との間で、船価 3300 万ドル、5 回払いとする造船契約を締結し
た。第一回分割金の払いは、当該船舶が最終的に建造されなかった場合に備
えて銀行が返金を約束する、韓国の一流銀行である Kookimin 銀行による返
金保証を内容とする前払金保証証書の作成によりなされた。Jinsen 造船会
社は本件船舶完成前に破産したため、Rainy Sky は同社に対して前納金の返
還を求めると共に、Kookimin 銀行に対しても保証証書の下での支払いを請
求したが、同銀行は支払いを拒否した。
二つの契約条項に関する解釈が争われた。一つの条項では、Rainy Sky が
前払い分割金の返還を請求できるのは、契約条項に従って当該船舶の受領を
拒否するか、契約自体の取りやめ、取消し、もしくは解除の場合、または当
該船舶が全面的に滅失した場合とする。別の契約条項においては、Kooki-
min 銀行は主債務者として、当該契約の下で Rainy Sky に支払われるべき
全額支払いを撤回不能かつ無条件で引き受けるとしていた。
Kookimin 銀行側の主張では、最初の条項では Rainy Sky への賠償義務を
負担する特別かつ唯一の条件が示されており、本件で問題となっている破産
は適用されないとする。これに対して Rainy Sky 側の主張では、Kookimin
銀行は、二つ目の条項により当該契約上 Rainy Sky に支払われるべき全額
の賠償義務を負担するとした。
イギリス最高裁において指導的判決を下したのが Clarke 卿であった。二
つの条項の適切な意味の解釈を行う役割を担わされた同卿は、判例法で確立
された解釈基準が適用されることを確認し、契約解釈は「基本的に一つの統
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一的営み」(28) であり、使用されている言葉について通常人であれば当事者
が意味しようとしたことが何であったのか、というレンズを通して考察する
ものであるとし、次のとおり述べている。
「裁判所は、使用されている文言を考察するとともに以下のことを確認し
なければならない。すなわち、通常人、つまり契約締結時の状況において契
約当事者が入手可能であったと考えるのが相当である一切の背景的知識を持
っている者であれば、当事者が意図したことを了解していたであろうことで
ある。その際、裁判所は関連する四囲の状況のすべてを考慮に入れなければ
ならない。二つの解釈が可能であるとすると、裁判所は取引上の常識に合致
する解釈を選択し、別のものを拒否する権限を有している」(29)。
Clarke 卿は、Steyn 卿が行った講演の発言 (30) と Society of Lloyd’s v Ro-
binson 事件 (31) における Steyn 卿の「通常人であれば技術的な解釈や言葉の
微妙なニュアンスが強調されることに心を奪われることはないものを考える
ことができよう」とする同卿の発言に賛意を表して引用している (32)。
最高裁判決によると、造船会社の破産こそは前払保証の担保が必要になる
と思われる状況であるので、二つの条項に関する最善の取引上の常識的解釈
では、Kookimin 銀行は買主に賠償する必要があり、引渡前分割金を返還す
る義務を負担する場合を制限していないとした。契約条項に複数の解釈の余
地がある場合、一般的には取引上の常識に合致した解釈を採用することが適
切であり (33)、取引上の意味を選択する場合、裁判所が明白な言葉から離れ
ることができる程に言葉の自然な意味が極端である必要はないとする (34)。
Clarke 卿はまた、両当事者の使用する言葉が複数の意味を持つ可能性が
「しばしば」あるとするとしており (35)、この判決は全体として、契約解釈は
通常は取引上の常識によって決せられるということを明らかにしている。
Clarke 卿は控訴院判決で Patten 裁判官が採用した言葉の意味を強調するア
プローチにつき (36)、同裁判官が踏襲することのない「著しく異なった」も
のであるとしている (37)。
以上のところから、ICS 事件に連なる Sigma Finance 事件および Rainy 
Sky 事件の各判決は、契約書において用いられている文言の意味から遠く距
離を置く姿勢を示していると評価することができよう。
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3．Arnold 事件判決
イギリス最高裁は Arnold 事件 (38) において、契約解釈の手法について 
Sigma Finance 事件および Rainy Sky 事件が採用した目的的・取引的アプ
ローチから離れて、文言中心的な解釈を採用する動きを強め、方向変換した
とされている (39)。
Arnold 事件の事実関係は以下のとおりである。
上告人 Britton 他は各自、1974 年から 1991 年の間に期間 99 年とする 25
件の不動産を賃借し、各賃貸借契約上には多少表現が異なる管理費条項が挿
入されていたため、同条項の解釈が争点となった。
争点となった管理費規定の第 3 条第 2 項において賃借人の支払金額は次の
ような表現で規定されている。
賃借人は「上記賃料以外に、修理・整備・改修、およびサービス規定にお
いて以下で示される金額、すなわち、年額 90 ポンドおよび最初の 3 年間は
付加価値税（課せられる場合）を加算し、以後 3 年ごとに 10％の割合で増
額される金額で、賃貸人が負担する費用もしくは出費の中の然るべき部分を
加えて、賃貸人に支払うものとする」(40)。 
現在の賃貸人である被上告人 Arnold の主張によれば、賃借人に課せられ
る支払額は初年度年額 90 ポンドであり、その後は 3 年毎に 10％増額される
とする。これに対して上告人・賃借人の Britton 他は、当該条項によりカバ
ーされることを意図していたのは維持費用およびそれに関連するものにつき
個々の賃借人が負担する寄与率に過ぎず、「90 ポンドプラス３年毎に 10 パ
ーセント」の計算は、当該条項の上限を画するものに過ぎないと主張した。
両者の解釈から計算される金額は複利計算により巨額の食い違いが生じ、
1980 年賃貸借契約では、初年度の支払額は年額 2 千 5 百ポンドであるが、
2072 年には 5 万 5 千ポンドとなる (41)。
Arnold 事件において、イギリス最高裁判所は従前の判例とは異なるアプ
ローチを採用した。多数意見 (42) を述べる Neuberger 卿は、ICS 事件判決で
廃棄された数個の「古い知的鞄」を再び持ち出しており、同判決のアプロー
チはあたかも Rainy Sky 事件判決に逐一反駁しているようにも思われる程
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である。
Neuberger 卿は契約解釈についての見解を示している。同卿は、契約条
項の意味を判断する場合には、裁判所は当該条項の言葉を見るだけでなく、
取引上の常識や四囲の状況も観察しなければならないとしており、取引上の
常識は客観的に契約書の法的効力の意味を発見する判断基準の一つであると
し、契約解釈の適切なアプローチを Chartbrook Ltd 事件判決 (43) における
Hoffmann 卿の表現を引用して以下のとおり要約している。
「書面による契約を解釈する場合、裁判所の関与するのは当事者の意思の
確定であり、その際に参照するのは『契約当事者に利用可能な一切の背景的
知識を有している通常人であれば、彼らが契約中の言葉をどの様な意味で使
用していると理解するであろうか』である。……その際には、……書類上、
事実上および取引上の文脈において、関連する言葉の意味に焦点を当てるの
である。その意味は、以下のものに照らして評価されなければならない。す
なわち、（ⅰ）当該契約条項の自然で通常の意味、（ⅱ）当該リースの他の関
連するすべての規定、（ⅲ）当該契約条項およびリースの全体的目的、（ⅳ）
契約書作成時に両当事者が知っているかもしくは想定していた事実および状
況、および（ⅴ）取引上の常識である。ただし、（ⅵ）いずれの当事者の主
観的証拠は無視しなければならない」(44)。
Neuberger 卿は、Rainy Sky 事件判決において重要視された取引上の文脈
の役割を大幅に制限する 7 つのポイントを強調し、契約上の文言が明確であ
り特に問題のない場合には取引上の常識に基づく主張に影響を受けてはなら
ないとし、以下の解釈原理を提示している。
（1）「事件によっては取引上の常識および四囲の状況に信頼がおかれるが、
……解釈されるべき規定の文言が有する重要性を下げるために持ち出さ
れてはならない」(45)。
（2）解釈対象のキーワードを考察する場合、不明確性および起案の不適切
さの程度が大きくなれば、裁判所がその自然な意味から離れることは適
切とされることが多くなるが、自然な意味からの離反を容易にするため
に起案のあら探しをしはならない (46)。
（3）取引上の常識は遡及的に持ち出されてはならない (47)。
（4）「取引上の常識は契約解釈時に考慮されるべき重要な要素ではあるが、
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裁判所は、後知恵の利益を無視して、一方当事者が合意したとするには
余りに軽率であったとの理由だけで、契約条項の自然な意味を正しいも
のとするのを拒否してはならない」(48)。
（5）契約条項の解釈において考慮できる事実や状況は、契約締結時に存在
し、かつ両当事者が知っていたかもしくは利用可能であったとするのが
相当なものに限られる (49)。
（6）契約文言から判断して、当事者が意図するか予期していない出来事が
発生した場合、当事者が意図したことが明白であれば、裁判所はその意
思を実効あるものとする (50)。 
（7）管理費条項といえども特別な解釈原理が適用される必要はなく、制限
的に解釈されるとの主張には与しない (51)。
Neuberger 卿は上記の契約解釈原理を適用して、本件で争点となってい
る管理費に関する第 3 条第 2 項の解釈について、以下のように判示した。
（1）使用されている単語の意味は明確であった (52)。
（2）第 3 条第 2 項の後半部分により管理費が定額となっているのは、同項
が変動する金額に伴う紛争を回避した事実に照らせば容易に説明可能で
あり、また年額を固定的に増額する旨の条項も同様に容易に説明可能で
ある (53)。
（3）将来、管理費が賃貸借契約成立時に契約当事者が予期していたことに
比して著しく増額されるかもしれないとの事実は、同条項に別異の意味
を付与する理由にはならない。また特定の解釈がもたらす効果もしくは
結果は、契約当事者が意図したものではなかったというだけでは、その
解釈を排除することを正当化しない (54)。
（4）第 3 条第 2 項の両半分は効果において相互に一貫していないと考えが
ちであるが、この議論から、契約締結後の展開に照らし、裁判所はその
自然な意味から離れる口実として同条項の明確性欠如を持ち出すことに
なる (55)。
（5）本件上告審で審理中の 25 件の管理費条項で明記されている毎年一割
の増額が無く、連合王国においてその後インフレも起こらなかったとす
れば、そこで訴訟は終結する (56)。
（6）賃借人は急激に増額する管理費に同意するとは考えられないとする議
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論には承服できない。なぜならば、毎年のインフレ率が何年にもわたり
高率で推移していた時に、賃借人は一定の最初の管理費が固定比率で毎
年一割増額することについて少なくとも認めることができると考えてい
たかもしれないからである (57)。
（7）当事者の要求に応じた事実が当事者の期待した通りに展開していないようで
あるということだけを理由として、裁判所が契約上の規定を書き直す権限を有
するという解釈原理は存在しない (58)。
これに対して、Carnwath 卿は以下のとおり詳細な反対意見を展開してい
る。
（1）本件賃貸スキームについて、「そのようなスキームが存在することは、各賃
借人が本件開発内の一切の賃貸借契約の形式と内容に合法的利益を有している
とする見解を補強する」(59)。
（2）管理費規定は制限的に解釈されなければならない (60)。
（3）本件のような契約紛争における裁判所の役割について、「裁判所はそのよう
な条項を解釈するにつき、可能な限り当事者が意図した目的を実現するだけで
なく、賃借人に不公平かつ意図していない負担が課せられないようにすべきで
ある」(61)。
（4）「（賃貸借契約第３条第 2 項）の起案にはどこかに誤りがあった。・・・解消
される必要のある特有の曖昧さが存在している」(62)。
（5）多数意見は、同項の前半部分は支払金額の性格を示しており、後半部分で計
算式を明らかにしているが、前半部分に配分比率式を含まれており、配分比率
は固定費の計算とは無関係であるので、解決されない曖昧さが存在している
(63)。
（6）同項の後半部分については、前半部分の配分比率の基準を実質的に補う固定
額、もしくは相応な金額の上限のいずれかである (64)。
（7）当事者はインフレによるギャンブルを想定していたとは考え難く、購入希望
者が 90 年以上の期間一割のインフレ予測を受け入れるとは思われない (65)。
（8）上告人である賃借人が以前の賃貸借契約の契約条項の知識をまったく欠いて
いるとするのは現実的ではなく、情報は当事者が共有していたとするのが相当
であり、解釈の場合も同様である (66)。
（9）本件管理費条項は「お節介な傍観者」の問題として捉えることが可能であり、
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当事者は異常な程長期間の含意を伴う契約の締結を意図するはずはなく、同項
は固定費ではなく上限を規定したものである (67)。
（10）本件管理費条項の自然な意味は、多数意見および控訴院の認定したところ
に従って理解されるべきではなく、控訴院が不利な取引から当事者を解放する
ことは裁判所の任務ではないとしたことについては、「不利な取引」は賃貸人
による本件賃貸借の解釈の含意を極めて控えめに表現するものである (68)。
（11）結論として Carnwarth 卿は、「賃貸人の解釈がもたらす結果は取引上余り
にもあり得ないものであり、裁判所がそれを採用しても正当化されるのは極め
て明確な文言である場合に限定される」とする (69)。
Carnwarth 卿は、同項の解釈として、インフレで調整された 90 ポンドに
3 年ごとに 10 パーセントを上限として加算することが望ましいとする (70 )。
4．Wood 事件判決
イギリス最高裁判所は最近の Wood 事件判決 (71) において、微調整を加え
た契約解釈の手法を採用することを明らかにした。
同事件の事実関係は以下のとおりである。
買主である上告人 Capita は、売主である被上告人 Wood 他との間で、ク
ラシック・カーの保険を専門に扱う S 社の全株式を購入する契約を締結した。
この株式譲渡契約には一連のワランティ条項と賠償条項（7.11）が含まれて
おり、一定の条件が満たされると売主は買主に賠償する義務を負担し、全体
として買主側を虚偽販売のクレームから保護する仕組みになっていた。会社
買収の直後、S 社の従業員から同社の販売の仕方に問題があるとの指摘がな
され、監査報告書でも電話オペレーターが顧客を欺いていた事例が多数報告
された。Capita と S 社はこの事実を金融サービス機構（FSA）に報告し、
FSA は S 社に 250 万ポンドの費用で保障スキームを立ち上げることを命じ
たが、ワランティ条項の下での請求期限は徒過していたため、Capita は賠
償条項に基づき、利子を含めて総額約 242 万ポンドを請求した。
本件はこの賠償条項の文言の解釈を争点とするものである。
「売主（Wood）は、買主（Capita）に対して以下のことにつき、買主及び
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買主グループの各メンバーを賠償するのに必要と思われる金額に相当する額
の支払いを引き受けるものとする。すなわち、［1］一切の訴訟、訴訟手続き、
損失、請求、損害賠償、費用、負担、出費、および被ったまたは負担した責
任、もしくは［2］一切の罰金、補償金、賠償訴訟、もしくは買主に課せら
れるかまたは支払いが要求される支払額であり、［A］FSA、金融サービス・
オンブズマンもしくはその他当局に登録されている、買主、売主もしくは関
係者に対する請求もしくは請求から発生し、かつそれを原因とする場合、お
よび［B］関連商品もしくはサービスのあらゆる保険・再保険の一切の誤っ
た販売もしくはその疑いに関する完了日以前の期間に関わる場合である」
(72)。
この賠償条項は、高等法院と控訴院において異なる結論に至る原因となっ
たが、イギリス最高裁は、同規定は「各当事者の弁護士が認めているように、
もっと明確に起案することが可能であった不明瞭な規定 (73) であり、「正確
に起案されておらず、その意味の不明確なのは回避可能である」(74) として
いる。
下級審において、この賠償条項には二つの解釈が可能であるとの主張が対
立していた。
一つの解釈は、［1］と［2］の責任は［A］及び［B］の条件付きであり、
同条項は適用されないとするものである。契約責任が発生するためには、
「請求もしくは（FSA に登録された）苦情」の存在が必須要件であり（［A］）、
本件の場合は Capita の自発的な報告がなされたものであり、それを満たさ
ないとする。
これに対して、別の解釈では、［1］の責任が発生は［B］だけを条件とし
ているため、賠償条項は適用されるとする。
1）高等法院商事法廷判決
高等法院商事法廷は買主 Capita 側の解釈に与し、顧客からの請求がない
場合でも、Capita の損失は賠償条項でカバーされる旨判示した (75)。同裁判
所は、賠償条項中の「請求もしくは FSA に登録された苦情が原因で発生す
る」との文言は、「一切の罰金、補償金もしくは賠償金訴訟」にのみ適用さ
れると解釈されるべきとし、同裁判所は FSA が調査する引き金となった偶
発的出来事が売主側の賠償責任を決定する正当化する理由はないとする。こ
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の解釈の解釈が支持されるべき理由として同裁判所は三点を指摘する。すな
わち、（1）条項中の文言 (76)、（2）別の解釈を行った場合の取引の文脈及び
実際上の結果 (77)、および（3）些少な言語的・構文上の問題として［1］の
末尾の「負担した（incurred）」の後にコンマがあること、および［2］の最
初の「買主（the Company）」の後にコンマがないこと (78) を根拠とする。
2）控訴院判決
控訴院は全員一致で高等法院判決を破棄し、保険もしくは保険関連商品に
ついての誤った販売またはその疑いに関する S 社の顧客からの請求、FSA/
FCA その他関連機関に登録された苦情がない場合には賠償条項の下での賠
償は認められないとした (79)。本件においては損失発生の原因は「請求もし
くは金融サービス機構（FSA）に登録された苦情」ではなく、S 社と Capita
による内部検査実施後に FSA に提供された情報であり、賠償が認められる
のは顧客からの請求がある場合に限定されるとし、逆に同条項は Capita の
損失をカバーしないとの判決を下した。控訴院はまた、Capita には誤った
販売については賠償条項の下で他の救済方法が予定されていたこと、及び賠
償条項起案の構造についても言及している。
控訴院の法廷意見を述べる Christopher Clark 裁判官は、Wood（売主）
側の主張する解釈に与し、賠償条項から発生する賠償責任の対象は、［1］お
よび［2］に関する二つのカテゴリーの損失もしくは損失に伴うものである
と解釈される必要があるとする (80)。このことは、賠償条項を区分するので
はなく、その構造をそのものとして全体的に見る必要があるとする同裁判官
の発言 (81) と矛盾するものである。
高等法院判決と控訴院判決との間の際だった相違点は、取引上の要素の取
り扱いである。高等法院の Popplewell 裁判官は、自発的な報告を原因とす
る補償を賠償から排除するのは正当な取引上の理由を欠くとしていたが、
Christopher Clarke 裁判官は売主側の解釈を支持する別個の取引上の要因を
考慮に入れた異なるアプローチを採用し、次のとおり述べている。
「本件契約が、Capita の見解では、不利であったかもしれないとの事実は、
上記で述べた理由から、使用されている文言から導き出される解釈とは別個
のものを示すべきとする状況ではない、というのが私の見解である」(82)。
Christopher Clarke 裁判官はこうした結論を導くのに、Arnold 事件にお
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ける最高裁判決で示された原理および解釈の判断基準として「取引上の常
識」を用いているが (83)、次のようにも述べる。「裁判所は当事者間の交渉を
直接は知らないであろう。少なくとも当事者の一方の見解では取引上の常識
を欠いているように思われるものは、合意に到達する唯一の方法であった妥
協の産物であるかもしれない」(84)。
Christopher Clarke 裁判官はまた、ビジネスマンは時には様々な理由によ
り不利な取引をすることがあるが、その場合契約を事実上書き換えることに
より取引を改善するか、多少は理に叶うものとすること、結果的に使用され
ている自然言語の重要性を損なうことは裁判所の役割ではなく (85)、言葉が
示すものと競合する解釈によりもたらされる結果との間で均衡を図る必要が
あるとし、同裁判官は次のとおり述べる。
「示されたいずれの解釈でもその結果が実際的ではないかもしくは不相当
な程度が高まると、裁判所はそうした結果をもたらさない可能な解釈の方に
傾くことになり、言葉の鮮明度が一層高まればそうした結論へと辿り着くこ
とは間違いないのである。かくして、一見したところでは自然な読み方が実
に実際的ではない結果となる場合には、裁判所は、余りはっきりとしないと
しても、別の読み方を支持することがある」(86)。
3）最高裁判決 ( 87 )
Capita 側は以下を根拠として上告した。すなわち、控訴審判決は、最高
裁が Arnold 事件において Rainy 事件で採用された文脈を重視する契約解釈
のアプローチから「漕ぎ戻した」と主張する Wood 側弁護士の弁論を重視し、
賠償条項を過大に強調する一方で事実関係を軽視しているとする (88)。
最高裁は全員一致で上告を棄却し、控訴審判決を認容した。法廷意見を述
べる Hodge 裁判官は最初に、Rainy 事件と Arnold 事件の関係を考察する。
Arnold 事件は Rainy Sky 事件から「漕ぎ戻した」ものではなく、Arnold 事
件は Rainy Sky 事件で示された「（契約解釈の）指針を変更した」ものでも、
Rainy Sky 事件で要約されたアプローチの再構成を行うものでもなく (89)、
二つの先例は同じことを明らかにしているとする (90)。
Hodge 裁判官は、契約解釈に関する注目すべき以下の発言を行っている。
「裁判所の仕事は、両当事者が合意を表明するために選択した言葉の客観
的意味を確定することである。これは特定の契約条項の表現の構文解析だけ
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に焦点を当てる文言中心主義者の営みではなく、裁判所は当該契約を全体と
して考察しなければならず、しかもその契約起案の特質、形式性および質を
拠り所とし、客観的意味をどの様に考えるかの答えを示すにはより広範囲の
文脈の要素に多少なりとも重きを置かなければならない」(91)。
ICS 事件における Hoffmann 卿の第二原理について、Hodge 卿は、「先例
との決別を示していると考える人もいる」(92) が、Hodge 卿自身はそのよう
な分断はないとする。
裁判所が契約解釈アプローチとして採用しているものにつき、Hodge 卿は、
「（契約）解釈は、Rainy Sky 事件で Clarke 卿が述べているように、統一的
な営み（unitary exercise）」(93) であり、「この統一的営みは反復プロセス
（iterative process）を伴い、提示される個々の解釈は契約条項に照らし合わ
されるのであり、その取引上の結果が調査される」(94) とする。競合する意
味が存在する場合には、裁判所は「どちらの解釈が取引上の常識とより一貫
しているかの考えをまとめることで競合する解釈の含意を重視することがで
きる」(95) のであり、言葉が示すものと競合する解釈の含意の調整を模索す
る際には、裁判所は「当該条項の起案の質」を考慮する必要があるとし (96)、
「裁判所はまた、当事者の一方は後から考えると自分の利益にはならなかっ
たものに合意しているかもしれない可能性に敏感でなければならない」ので
あり、「契約条項が交渉上の妥協の産物であるかもしれないし、もしくは交
渉者がより正確な契約条項に合意できなかった可能性」を無視してはならな
いとする (97)。
Hodge 卿は契約解釈のアプローチの基本的な考え方を以下のとおり整理
する。
「契約文言中心主義（textualism）と文脈主義（contextualism）とは、契
約解釈の領域における排他的地位を目指した戦いにおいて競合する規範たる
べきものではない。むしろ、弁護士や裁判官は、契約解釈に際しては、それ
らのものを両当事者が合意を表現するのに選択した言葉の持つ客観的な意味
を確定する道具として用いることができるのである。個々の道具がその役割
においてどれ程裁判所の役に立つかは、特定の合意もしくは一連の合意の状
況に従って一様ではない。主に契約文言の分析による上手く解釈できる合意
もある。例えば、合意の専門性・技術性が高かったり、複雑な内容の場合で
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あったり、法律専門家の助言の下で交渉や準備が行われ場合である。主要な
事実関係を強調することにより正確な解釈ができる契約というものもある。
例えば、要式契約ではないものや、簡潔なもの、もしくは専門家の助言を欠
いているような場合である。しかし、複雑な要式契約の交渉者であっても論
理的で一貫した契約文言にたどり着かない場合がしばしばある。例えば、当
事者の目的が錯綜していたり、コミュニケーションが上手く行われなかった
り、契約書の起案のやり方が異なっていたり、両当事者が合意するのに妥協
を必要とするぎりぎりの線を異にしている場合である。それゆえ、詳細な法
律専門家主導の契約の条項でも時として明確性を欠いていることがあり、弁
護士もしくは裁判官にとって、そのような契約条項を解釈する際に主要な事
実関係や同じタイプの契約における類似の規定の目的を考慮することが取り
分け役に立つことも珍しくない」(98)。
上記の契約解釈に関する基本的視点から、Hodge 卿は、「契約解釈に関す
るコモンローの最近の歴史は、変化というよりは継続のそれであった」とし、
「取引事案においてイギリス法が法体系として選択される魅力の一つは、特
に契約解釈における、その（法的）安定性と継続性である」と述べる (99)。
本件賠償条項の正確な意味を確定するために、Hodge 卿は、実際に使用
されている言葉の自然で通常の意味では把握せず、賠償条項自体は、いずれ
の当事者の解釈でも部分的には余計なものになるが (100 )、正確に起案された
ものではなく「不明瞭であることは不可避」(101 ) であるとし、最終的には
Wood 側の解釈に与している。Capita 側の解釈を採用すると、賠償条項の最
初の部分で認められる請求ができる者には制限がないことになる (102 )。
Hodge 卿はまた、コンマの使用法に決まった法則がなく、起案者による
コンマの使用法が誤っていないとして、コンマの場所を取り立てて強調して
重視することもない。裁判所が株式購入契約締結に至る交渉段階を考慮する
ことは、それらが許容されない場合には、認められない。さらに、取引上の
常識は、売主と買主とが取引上の目的を異にしているもののバランスを調整
する局面では比較的限定的な役割を担っていたとする (103 )。
一方、Hodge 卿は賠償条項の「契約上の文脈」は「重要である」とし、
賠償条項と株式売買契約上で売主が提供する二年という担保の範囲との関係
を特に重要であるとした (104 )。賠償条項だけしかない場合、売主の提唱する
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解釈の方が説得力を有すると思われる。しかし、賠償条項は契約全体の文脈
において、取りわけ売主が提供する期間限定的な広範囲のワランティ条項に
並行して解釈される必要がある (105 )。ワランティ条項により買主は、二年間
という期間で購入した会社の実態を精査し、規制対象事項を処理することが
できる (106 )。本件契約の全体的目的は Capita 等が誤った販売により損失を
被った場合に賠償することであるが、契約上は別に広範囲なワランティ条項
があり、Capita は賠償条項の下での請求を行うため、S 社株式の購入二年後
には S 同社従業員の職務状況を調査し、規制に違反する取引の摘発を義務
づけられており、Hodge 卿は、「両当事者が以下の様な広範囲なワランティ
（条項）、すなわち、時間的制限が加えられていて追加的な賠償を合意するこ
とに付加的であるか、時間的制限には服さずに限定的状況においてだけ適用
される条項に合意することは、取引上の常識に反することはない」とする
(107 )。
上記の解釈は、実際に発生したことが賠償条項の範囲内に入らない結果を
伴うとしても、正しい解釈であり、そのことから Capita（買主）側からす
れば不利な取引であったことが判明しても、「裁判所の任務は当事者間の取
引を調整すること」ではなかったとされる (108 )。 
こうした結論を導き出すため、最高裁は当事者が保険仲介の業界において
「取引上精通しておりかつ経験を積んでいた」(109 ) としながら、以下のとお
り Capita 側の主張を斥けている。
（1）［1］における「請求」が最初の制約の下での「請求」から生じる必要
があるとする意味では言葉の重複が見られるが、こうしたこと商事契約
の起案において回避するのは困難である (110 )。
（2）コンマを用いていることは Capita の立場を有利にするものではない。
なぜならば、コンマの使用に関する決まったルールは存在せず、本件条
項におけう起案者のコンマの使用には一貫性が見られない (111 )。
（3）賠償条項の最初の部分では分詞形容詞が用いられているのに、二番目
の部分では関係代名詞が用いられていることは重要ではない。本件条項
は不明瞭であり、細かな文型や統辞論は解釈上役に立たないから (112 )。
以上のところから、イギリス最高裁は契約解釈作業の出発点は当事者間で
契約として表示された合意の源に遡るべきであるとするアプローチを採用し
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ており、「裁判所の役割は両当事者が合意を表明するために選んだ言葉の客
観的意味を確定することである」(113 ) が、テキストの逐語的な文言が唯一の
解釈基準となるのではなく、契約全体をより広い文脈において観察する必要
があるとする (114 )。
イギリス最高裁は、Wood 事件判決において新たな契約解釈基準を提示し
ていないが、同判決は、契約解釈に関して対立的な方向性を有する従前の判
例を調整することを志向したものとして重要な意義を有する。文言中心的解
釈と文脈を重視する解釈のいずれかに与することなく双方が両立することを
明言したことは、裁判所に柔軟な契約解釈を行う可能性が生じることになっ
たが、文言中心的解釈の傾斜している裁判所の判決に影響を及ぼすかは現時
点では依然として不透明である。このため、いずれかのアプローチを採用す
るかで結論的に異なった答えが導き出される事件では、却って法的不確実性
や予見可能性が削がれる危険性が生じる可能性があるともいえる。
5．Hoffmann 卿テーゼの評価
証拠として許容される事実関係を緩和する ICS 事件第二原理を明確に否
定する後続の判決は現れていないため、契約解釈に関する主要な指針を示す
ものとしては、別々の方向を向いた最高裁判例と最高裁の裁判官による法廷
外で行った講演が残されているだけである。
1）Sumtion 卿の講演中の批判
Sumption 卿は 2017 年の講演において、ICS 事件における Hoffamann 卿
のアプローチを痛烈に批判している (115 )。同卿は、Hoffmann 卿の契約解釈
テーゼに与する判決にはいくつかの問題点があるとして以下の三点を指摘す
るとともに、契約条項の黙示を契約解釈と同一化したことは誤りであったと
する (116 )。
第一に、Sumption 卿は、当事者の合意を全体的に読み込んだ場合、そこ
で使用されている文言は証拠として許容される当事者の意思の証拠としては
唯一のものであるとし、次のように述べる (117 )。
「解釈の道具として辞書や文法を軽視するのはかなり例外的である。言語
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はコミュニケーションの方法の一つである。それが効能を発揮するかは、人
が相互に理解することを可能とする一定の約束事を承認するか否かに掛かっ
ている。辞書や文法はこうした約束事を記録している参考書に過ぎない。解
釈の基本的な道具であるそれらのものを捨て去るとすれば、当事者が相互に
どの様に理解していたかを発見することはないであろう。そうなれば、両当
事者がより賢ければ締結していたと思われるが、現実には決して締結するこ
とはない理想的な契約の再構成を裁判官に委ねることしか残されていない」。
また、「言葉は、適切に使用される場合、明確な意味を有するべきであり、
通常はそうである。言葉がより正確に使用され、起案がより精緻になされる
とすれば、四囲の状況が何か有益なものを付加することは少なくなる」。
次いで Sumption 卿は、イギリス法が当事者意思の証拠から契約締結前の
交渉を厳格に排除しているため、言葉の効果を修正するために四囲の状況を
用いることは困難であるとする (118 )。　
Hoffmann 卿は、排除法則の根拠を「実務的政策」に求めているが、
Sumption 卿は、「あらゆる契約解釈の客観的性格に由来する」とし、交渉
段階から分かるのは、当事者の主観的な考えもしくは期待に過ぎないとする
(119 )。さらに同卿は「裁判所が取引目的を確定するために言葉以外の原因を
拠り所とすると、当該文書以外の外部証拠に関する現行法を正当化すること
は難しい。しかも、そのルールは客観的解釈原理の根幹であり、ICS 事件判
決のアプローチが適用されたほとんどすべての事件において再確認されてい
る」とする (120 )。
最後に Sumption 卿は、以下の理由から取引上の常識が要求することを決
定するのに裁判官は必ずしも適切な立場にはいないとする (121 )。すなわち、
裁判官は、契約紛争の発生後に契約解釈の問題を扱い、当該契約を整序する
のであり、当事者が意図していたはずであると裁判官が本能的に捉えるのは、
契約締結時の当事者の意思とは異なっているとする。また、裁判官の常識の
観念は彼らが公平と考えることで形成されことになるが、それ自体取引契約
とは関係しない。問題は当事者が実際に何を合意したかではなく、「彼らが
客観的で、公正かつ公平な心持ちであるとした場合に、実際にはそうではな
いが、どの様な合意をしたか」であるとする (122 )。
Sumption 卿は取引上の常識について、Hodge 裁判官の次のような発言を
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引用する。
「取引上の常識は一つの契約条項の目的を確定し、それが実際にどの様に
機能するかを確認するのに役立つ。しかし商取引交渉の綱引きにおいては、
交渉終結時に、綱引きの綱に印されている中心線がどちら側にあったかを確
定する際には、取引上の常識が役立つことはほとんど無い」(123 )。
Sumption 卿はさらに、次のとおり述べている。
「ICS 事件判決は、言葉に関する裁判所の雰囲気を変え、それは基本的に
余り重要ではないとする見解を奨励する傾向を強めたのと符合して、近時の
判例であればあるほど然るべき時に、そうした考えを少なくとも一定程度は
逆戻りさせたものと見なされるであろう。経験の示すところによれば、Rai-
ny Sky 事件で最高潮に達した取引上の書類に関する厳格ではないアプロー
チは、取引上の当事者から自らの意思を知らしめる唯一の効果的手段を奪う
ことで、彼らに酷い仕打ちをしているかもしれない」(124 )。
2）Hodge 卿の法廷外における見解
Hodge 卿は、イギリス契約法の司法的発展に関する論文において、契約
条項の確認に関連して、契約解釈、契約条項の黙示、および補正命令の各法
理の近時の展開を検討する (125 )。
イギリスでは 1970 年代以降、誠実な契約当事者の合理的期待を実行する
ため、契約解釈の目的的アプローチが強調されてきており、そうした展開を
まとめた貴族院判決が ICS 事件判決であるとする (126 )。近年、イギリスにお
ける解約解釈に関する判例法において「取引的解釈」と「誠実な契約当事者
の合理的期待を充足する」への言及がなされているが、Hoffmann 卿が契約
上の錯誤を訂正する証書訂正命令に関して契約解釈を用いる論法を展開した
ことにより、「裁判所の焦点は、契約当事者もしくは法的助言者が契約上で
使用することを選んだ言葉から、当該取引の商事性をより広く評価すること
に移った」(127 ) とする。
Hodge 卿は契約解釈において文脈的要素を考慮する必要性につき以下の
とおり述べる。
「厳しい時間的制約の中で取引契約の交渉を行う必要に迫られ、依頼者は
なるべく支出を抑えたいと思っており、取引上の交渉での気まぐれから契約
書の起案においては熟慮の上での曖昧さを用いざるをえないなど、弁護士は
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様々な重圧の下にあるため、裁判所により自分達が関わった契約に道理に適
った解釈を加えられ、場合によっては不適切な言葉を上手く処置する仕組み
を歓迎するかもしれない。契約書の起案においてそのような重圧が見られな
くても、例えば、契約が効力を有し、予測不可能な状況において将来的に適
用されるような場合には、不確実性は避けることができない。巨額の金融取
引では、裁判所が契約を解釈しなければならないとすると、多額に金銭が危
うくなる。取引上の常識が適用される重要な場所は存在する。しかし、法は
当事者が契約において用いた言葉に文脈的な焦点を当てることからどこまで
離れるか。そんなに遠くはなかったというのが答えである」(128 )。
Hodge 卿は Rainy Sky 事件判決を検討し、「（同）事件で集約されたアプ
ローチは、契約文言が複数の意味を有する可能性があることを確定し、そこ
での発見を、商取引として公正かつ理に適ったものは何かに関する自らの見
解を望ましい解釈として、裁判所が適用することのゴーサインとする形式的
なものではない」(129 ) とする。
Hodge 卿は結論として次のように述べている。「イギリスの裁判所は、
Willberforce 卿が 50 年前に以下の様に述べて定式化したところから、たと
え動いたとしても、とんでもなく遠くに移動してはいない。すなわち、『裁
判所が行うべきことは、両当事者が置かれていたのと同一の事実基盤に立っ
て考えることでなければならない。……弁護士が、Arnold 事件における多
数意見は、裁判所による取引上の常識の顧慮を認める文脈的アプローチを著
しく制限するものとするのは正しくないであろう」(130 )。
3）法学論争テーマとしてのHoffmann 卿テーゼ
Hoffmann 卿の契約解釈テーゼは研究者間においても論争テーマの一つで
もある。Hoffmann 卿の契約解釈テーゼは現在においてどの様な価値を維持
しているかについては、Havelock 教授は ICS 事件以降の判例法理の展開に
より Hoffmann 卿の解釈テーゼは換骨奪胎されて、伝統的な解釈手法に戻っ
たとする判例分析を示す見解を示しているが (131 )、ICS 事件における Hoff-
mann 卿の契約解釈テーゼは今日なお命脈を維持しており、McLauchlan 教
授はイギリス法が文言中心主義的解釈に立ち返ったとすることはできないと
の見解を示すとともに (132 )、Hoffmann 卿のテーゼは、「疑問視されているか、
もしくは裁判所により Hoffmann 卿が意図したようには適用されていない」
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( 133 ) とする。
6．まとめにかえて
ICS 事件、Rainy Sky 事件、および Arnold 事件を通じて、契約解釈に関
するイギリス最高裁の見解は変化する過程にあったが、Wood 事件判決は転
換点を画するものであるとの評価を下すことができる。同判決は、Arnold
事件判決が常軌を逸脱したものではなく、約 20 年前に唐突に捨て去られた
「古い知的鞄」を再確認する一致した裁判所の努力であることを確認するも
のである。このように Wood 事件判決は契約解釈についての決定的・最終
的な立場を表明したものではないが、イギリスの裁判所が契約解釈において
契約文書自体が重要性を有することを前提とする解釈手法に立ち返っている
ことを示唆するものであることは間違いない。
イギリス契約法が、契約解釈において柔軟化の方針を一転させ、文言中心
主義の色彩を強めてテキスト中心主義的傾向に近接する動きを見せているの
は、客観的基準を内包する信義則および公正な取引とは対立的な契約哲学の
現れでもある (134 )。
イギリス最高裁が契約解釈において、主観的意思理論を基礎にする大陸法
系が採用するアプローチとは一線を画し、厳格な解釈の見解と柔軟なそれと
の間で対立的状態にあることを浮き彫りにしながらも微調整を行い、客観的
意思を基準とする立場を貫いているのはどの様に理解すべきであろうか。こ
の点についてはイェーリングは『権利のための闘争』において、シュークス
ピアの「ベニスの商人」で裁判官がシャイロックに下した判決に関して批判
的であったことが想起される (135 )。イギリス法は、法体系におけるコモンロ
ーとエクイティーによる二重構造を持ち出すまでもなく、法体系全体の中で
正義の実現を図る傾向があり (136 )、当事者の意思が表明されている契約文言
を強行することと契約条項の妥当性を確保することは二者択一的なものでは
なく、絶えず両者間における微調整を行うことを通じてイギリス契約法の独
自性が保持され、発展して行くものと思われる (137 )。
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